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資料１



平成30年度以降の地層処分の研究開発の全体計画策定について

 地層処分に係る研究開発について、原⼦⼒政策⼤綱（平成17年10⽉ 閣議決定）で
「国及び研究開発機関等は、全体を俯瞰して総合的、計画的かつ効率的に進められるよ
う連携・協⼒するべきである」とされたこと等を受け、同年、以下の4点を⽬的として、JAEA
及び関連研究機関が参画する「地層処分基盤研究開発調整会議」（以下、基盤調整
会議）を開始。

① 研究開発全体計画の策定
② 研究開発の連携に関する調整
③ 成果の体系化に向けた調整
④ 研究開発の重複排除の調整

 基盤調整会議では、PDCAサイクルを回しながら関連研究機関が実施する基盤研究の全
体計画を策定。平成25年には「地層処分基盤研究開発に関する全体計画（平成25
年度〜平成29年度）」を策定・公表し、現在、当該計画に基づいた研究開発を実施中。

 今般、現⾏の全体計画が終期を迎えることから、平成30年度以降の次期5カ年の全体
計画を策定する必要がある。
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原⼦⼒委員会放射性廃棄物専⾨部会とりまとめについて
 最終処分法における基本⽅針（平成27年5⽉ 閣議決定）に基づき、原⼦⼒委員会の
下に関係⾏政機関等の活動状況に係る評価等を専⾨的かつ総合的観点から⾏う放射
性廃棄物専⾨部会が設置され、昨年秋のとりまとめにおいて、地層処分に関する研究開
発への提⾔が⾏われた。

構成員 原⼦⼒委員会の評価（平成28年9⽉30⽇）

：部会⻑ ：部会⻑代理
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 研究開発等において、関係⾏政機関等の間の
⼀層の連携強化が望まれる。

 地層処分基盤研究開発調整会議の運営の透明
性の確保が望まれる。

 地層処分基盤研究開発に関する全体計画は、
NUMOの実施する技術開発計画と⼀体化し、
いわゆる「真の全体計画」となることが望ま
れる。またNUMOは、包括的技術報告書を有
効に活⽤し、いわゆる「真の全体計画」の策
定に向け、⼀層のリーダーシップを発揮する
ことが望まれる。

 過去の知識を整理・伝承し、今後活躍できる
⼈材を継続的に確保・育成していくための⽅
策の検討・充実に、産学官協働で取り組むこ
とが望まれる。



「地層処分研究開発調整会議」について
 原⼦⼒委員会評価報告書を受けて、基盤調整会議のスコープの拡充等の⾒直しを⾏
い、「地層処分研究開発調整会議」（以下、調整会議という。）を開催する。

 今後、次期計画として、平成30年度〜平成34年度の研究開発計画の策定を平成
29年度中に実施。

最終処分の安全規制・安全評価のために必要
な研究開発、深地層の科学的研究等の基盤的
な研究開発及び地層処分技術の信頼性の向上
に関する技術開発等（国・関係研究機関）

最終処分事業の安全な実施、経済性及び効
率性の向上等を⽬的とする技術開発
（NUMO）

基礎・基盤 実⽤・実践

基盤調整会議(国・JAEA) 中期技術開発計画(NUMO)

地層処分研究開発調整会議(新設)

特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本⽅針(平成27年5⽉閣議決定)
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地層処分基盤研究開発調整会議
全体計画（H25〜H29）

NUMO中期技術開発計画
（H25〜H29）
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（参考）旧会議と新会議との関係について

旧会議：
「地層処分基盤研究開発調整会議」

新会議：
「地層処分研究開発調整会議」

スコープ 基盤研究
※国の実施内容のみ

基盤研究、応⽤研究
※ＮＵＭＯの実施内容を追加

参加機
関

（メンバー）
ＮＵＭＯ、ＪＡＥＡ、経済産業省、関
連研究機関（原環センター、電中研、産
総研、量研機構）

（オブザーバ）
廃棄物発⽣者（電事連、⽇本原燃）

ＮＵＭＯ、ＪＡＥＡ、産総研、電中研、量研
機構、原環センター、電事連、⽇本原燃、
経済産業省、⽂部科学省
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地層処分研究開発調整会議のスケジュール（案）

平成29年

5⽉31⽇ ・ 第1回地層処分研究開発調整会議

－各機関のこれまでの研究開発状況の共有

－各機関から今後取り組むべき技術課題を提⽰

6⽉下旬 ・ 第2回地層処分研究開発調整会議

－次期5カ年に係る全体計画の項⽬⽴ての議論

平成30年

3⽉末 ・ 地層処分研究開発調整会議

－平成30年度〜平成34年度の全体計画を策定・公表

（計画の具体化について議論）


